












FINMAC

連載

聞くは一得一得!
　政府の「量的金融緩和政策」のことで、国
内においてすでに超低金利政策を実施してき
たため金利引下げの余地がない状況下で、中
央銀行（日本銀行）が、市場に供給する資金
量を目標として金融緩和を行う金融政策をい
います。
　市中銀行（都市銀行、地方銀行等）は、日
本銀行に預けている当座預金残高の額に比例
して融資を行うことができるため、日銀が公

開市場操作の一環としてその当座預金の残高
を増やす（預金準備率を引き上げる）ことで、
市中の通貨供給量（マネーサプライ）の増加
が期待できます。
　このような政策をとる背景には、深刻なデ
フレ（物価下落→企業業績低下→景気低迷）
に陥ると、政策金利をゼロにしても十分な景
気刺激効果を期待できないとの判断があり、
マネーフロー（資金循環）を良くして、消費
意欲を向上させようというねらいがあるとさ
れています。　

量的緩和
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の声を伝えることで対応を終えております。
　また、「注文入力画面を開いていないの
に、画面をクリックしたら保有株が売却さ
れた」、「一部のポジションを決済したはず
なのに、全てのポジションが決済された」
といったネット取引による操作上のトラブ
ルも発生しています。
　ネット取引は、手数料が安価で手軽に取
引することが可能である反面、前述したよ
うな業者側のシステム障害のリスクや投資
家自身の操作・入力ミス等のリスクもあり
ます。多くの証券会社では取引システムの
強化やサポート体制の充実を図っていると
聞いております。既にネット取引を利用し
ている投資家やこれから利用しようと考え
ている投資家の皆様には、今後も起きるか
もしれないネット取引のリスクとして十分
にご注意して、証券取引を行っていただき
たいと思います。

　平成24年に発足した第二次安倍内閣が
打ち立てた経済政策「アベノミクス」をきっ
かけに、日経平均株価が大幅に上昇、平成
25年5月には1万5千円台の高値を付けるな
ど、株式市場が活況となりましたが、それ
に伴い、インターネット取引に関する相談
や苦情が増加しました。
　平成25年4月～5月には、一部の証券会
社で発生したシステム障害等を原因とした
「注文受付通知や出来通知の遅延」等に関
する苦情が多く、なかには「逸失利益」の
損害賠償を求める相談もありました。残念
ながら、システム障害を理由とした「逸失
利益」の損害賠償については、証券会社に
おける取引約款等の免責事項に該当してお
り、また、「もし～していたら」などという、
損害賠償請求は、当センターのあっせんに
は馴染まないことから、当センターから証
券会社に対して、多くの投資家からの苦情
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フリーダイヤル

0120-64-5005
（月～金曜日9：00～17：00 祝日等を除く）

ご相談はお気軽に、お電話でどうぞ！

http://www.finmac.or.jp

　本機関誌が発行されて、今回でちょ
うど10号目となりました。事業者の
方や利用者の方に、初めて当センター

を紹介させていただく時は、まずは本機関誌を
御案内することにしております。
　本機関誌は、ホームページに掲載しておりま
すが、当センターの動きや最新の情報は、本機
関誌の最新号を御確認いただくことがよいと考
えております。
　つきましては、この名刺代わりともいえる本
機関誌をより一層充実させていきますので、引
き続き御活用いただければ幸甚でございます。

編集
後記

平成
25年

７月月
・あっせん委員懇談会
  （あっせん業務研究会）（東京会場 7/24）

８月月
・ あっせん委員懇談会
  （あっせん業務研究会）（大阪会場 8/7）

９月月

～

10月月

・ 運営審議委員会
・ 理事会
・ 機関誌FINMAC No.11の発行（予定）

今後の予定今後の予定

■ 当センターの
事業計画・予算について

　平成25年 6月25日開催の社員総会において、下記
事業計画並びに収支予算について了承されました。事
業計画については、下記事項に重点をおき業務を行っ
ていきます。
　なお、事業実施に伴う支出（予算）については、相談、
苦情及びあっせん事業支出206.2 百万円、情報提供及
び広報事業支出20.7 百万円、管理費支出86.4 百万円、
予備費10百万円となる見込みです。

 平成 25年事業計画
1 苦情相談及び紛争解決業務の実施
2 あっせん委員及び相談員の資質の向上に
向けた取組み

3 紛争解決業務の情報提供
4 他のADR機関、自主規制団体等との緊密
な連携

5 普及啓発活動の実施
6 業務の質の向上に向けた継続的な取組み 

■ ホームページを
リニューアルしました

　平成25年 6月、アクセスの機能向上や情報提供の質
の向上を目的に、ホームページを全面リニューアルいた
しました。情報を探しやすいようメニュー機能を工夫し
たり、当センターの業務内容をわかりやすく解説したり
するなど改善しておりますので、是非ご活用ください。
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